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● 特集●徹底マスター！マル保融資の手続き＆期中管理

保
証
承
諾

と までのマル保融資のフロ ー
チ ャ ー ト

信用保証協会の対応

金融機関の対応

相談対応調査・審査保証期間 決定通知

保
証
否
決 マ

ル
保
融
資
の
検
討
・
提
案

企
業
か
ら
の
相
談
・
申
込
み

マ
ル
保
融
資
の
申
込
受
付

保
証
内
容
の
確
認
・
訂
正

条
件
等
の
説
明
と
契
約
締
結

マ
ル
保
融
資
の
実
行

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

代
位
弁
済

代
位
弁
済
請
求

の
手
続
き

プロパー融資活用の可能性あり

信
用
保
証
の
申
込
み

　
活
用
可
能
な
マ
ル
保
融
資
を
検

討
・
提
案
し
ま
す
。
保
証
要
件
・

保
証
残
高
・
承
諾
可
能
性
等
に
つ

い
て
は
、
協
会
へ
の
事
前
相
談
で

も
確
認
可
能
で
す
。

　
企
業
か
ら
必
要
書
類
の
提
出
を
受
け
た
う
え

で
、
自
行
庫
内
の
審
査
と
協
会
へ
の
保
証
依
頼
を

同
時
に
行
う
の
が
一
般
的
で
す
。
場
合
に
よ
っ
て

は
、
協
会
と
協
議
す
る
こ
と
も
あ
り
ま
す
。

　
信
用
保
証
書
が
協
会
よ
り
発
行
さ

れ
ま
す
。
金
融
機
関
は
そ
の
内
容
を

確
認
し
て
、
間
違
い
が
あ
れ
ば
協
会

に
訂
正
を
申
し
入
れ
ま
す
。

　
融
資
金
を
入
金
し
、協
会
へ
実
行
報
告
書
を
提
出
し
ま
す
。

保
証
料
の
支
払
事
務
は
、
金
融
機
関
が
代
行
し
ま
す
。

　
融
資
先
の
状
況
を
把
握
し
て
お
き
ま
す
。
延
滞
等
の
事
故

発
生
時
は
、
協
会
に
事
故
報
告
書
を
提
出
し
協
議
し
ま
す
。

　
融
資
条
件
や
保
証

条
件
を
企
業
に
説
明

し
た
う
え
で
融
資
契

約
を
締
結
し
ま
す
。

そ
の
際
に
は
、保
証
・

担
保
提
供
意
思
等
を

再
確
認
し
ま
す
。

　
保
証
の
承
諾
が
得
ら
れ
な
か

っ
た
場
合
や
、
保
証
金
額
が
十

分
確
保
で
き
な
か
っ
た
場
合

は
、
そ
の
旨
を
企
業
に
伝
え
、

プ
ロ
パ
ー
融
資
の
活
用
も
検
討

し
ま
し
ょ
う
。
自
行
庫
の
審
査

に
よ
り
融
資
の
決
裁
を
得
て
、

融
資
実
行
に
向
け
手
続
き
し
ま

す
。

プ
ロ
パ
ー
融
資
の

提
案
・
手
続
き
へ

　保証の申込みから承諾
までの期間は、純新規先
で２～３週間、既存先で
１～２週間が目安。

　
協
会
か
ら
金
融
機
関

に
保
証
額
が
支
払
わ
れ

ま
す
。代
位
弁
済
後
は
、

協
会
が
融
資
先
か
ら
債

権
回
収
し
ま
す
。

　
金
融
機
関
で
回
収
で
き

な
く
な
っ
た
と
き
に
、
協

会
へ
代
位
弁
済
を
請
求
し

ま
す
。

回収困難

代
位
弁
済
の
承
認

代
位
弁
済
請
求

実
行
報
告
書

の
提
出

●代表的な保証制度
▼一般保証は各制度の利用額すべてを合わせて２億８０００万円までが保証枠の上限（通常の法人の場合）
▼特別保証は一般保証とは別に保証枠が制度ごとにあり、その保証枠内であれば複数の制度を重複利用可

一
般
保
証

当座貸越（貸付専用型）根保証
　反復継続して安定的に事業資金が必要な
ときの融資に付される保証

小口零細企業保証（全国小口）
　従業員２０人（商業・サービス業５人）以
下の小規模事業者への融資に付される保証

経営力強化保証
　金融機関と認定経営革新等支援機関の支
援を受けつつ、自ら事業計画を策定・実行
し金融機関への進捗報告を行う中小企業者
への融資に付される保証

特
別
保
証

流動資産担保融資保証
　売掛債権、棚卸資産を担保とした融資に
付される保証

経営安定関連（セーフティネット）保証
　経営の安定に必要な資金の融資に付され
る保証。市町村長の認定が必要

東日本大震災復興緊急保証
　東日本大震災により著しい被害を受けた
企業の事業再建資金や経営の安定に必要な
資金に対する融資に付される保証。市町村
長の罹災証明または認定が必要


